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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月

売上高 （千円） 3,493,366 4,640,384 5,320,114 6,899,807 －

経常利益 （千円） 239,547 377,621 296,175 468,312 －

当期純利益 （千円） 109,652 176,059 214,024 277,556 －

包括利益 （千円） 106,768 179,143 209,555 268,635 －

純資産額 （千円） 433,808 588,951 1,167,922 1,492,621 －

総資産額 （千円） 1,896,472 2,311,798 3,405,840 4,028,175 －

１株当たり純資産額 （円） 36.15 49.08 78.32 93.58 －

１株当たり当期純利益金額 （円） 9.14 14.67 17.66 17.63 －

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － 14.83 16.03 －

自己資本比率 （％） 22.9 25.5 34.3 37.1 －

自己資本利益率 （％） 28.8 34.4 24.4 20.9 －

株価収益率 （倍） － － 30.48 48.04 －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 261,816 146,445 19,626 590,931 －

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △43,545 △64,485 △299,758 △220,624 －

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △66,627 110,926 938,159 △154,299 －

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） 623,184 822,029 1,486,329 1,701,968 －

従業員数
（人）

34 39 52 52 －

(外、平均臨時雇用者数) (26) (37) (52) (70) (－)

（注）１．当社は第36期まで連結財務諸表を作成しておりましたが、平成26年７月14日開催の取締役会で、第36期にお

いて連結子会社であったSANWACOMPANY HUB PTE.LTD.の事業の一時休止を決議いたしました。また、平成26

年10月３日付で新たに株式会社サンワカンパニーPLUS（平成27年11月20日付で株式会社アーキナビより商号

変更）を設立いたしました。当該子会社は、いずれも小規模であり当企業集団の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、第37期より

連結の範囲から除外しております。そのため、第37期より非連結での業績を開示しており、連結会計年度に

係る主要な経理指標等の推移については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第33期及び第34期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当

社株式が非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

４．当社は平成25年９月13日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しているため、第35期の潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額は、新規上場日から第35期連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして

算定しております。

５．第33期及び第34期の株価収益率については、当社株式が非上場であるため、記載しておりません。

６．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（アルバイト、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）

は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。
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７．第33期以降の連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、新日本有限責

任監査法人の監査を受けております。

８．第34期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日

公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30

日）を適用しております。

　　当社は平成25年５月27日付で普通株式１株につき20株の株式分割、平成26年４月１日付で普通株式１株につ

き５株の株式分割を行いましたが、第33期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

 

(2）提出会社の経営指標等

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月

売上高 （千円） 3,493,151 4,635,256 5,316,122 6,899,685 7,196,690

経常利益 （千円） 256,657 430,256 340,946 500,928 458,086

当期純利益 （千円） 124,100 220,377 271,974 137,087 322,294

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 150,000 150,000 346,707 389,652 389,652

発行済株式総数 （株） 120,000 120,000 2,982,600 15,950,500 15,950,500

純資産額 （千円） 451,140 647,517 1,288,908 1,482,059 1,772,452

総資産額 （千円） 1,908,105 2,360,793 3,519,468 4,016,997 4,140,178

１株当たり純資産額 （円） 37.60 53.96 86.43 92.92 111.12

１株当たり配当額
（円）

200.00 200.00 10.00 2.00 4.00

（１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 10.34 18.36 22.44 8.71 20.21

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － 18.84 7.92 19.26

自己資本比率 （％） 23.6 27.4 36.6 36.9 42.8

自己資本利益率 （％） 31.9 40.1 28.1 9.9 19.8

株価収益率 （倍） － － 23.99 97.26 16.98

配当性向 （％） 19.3 10.9 8.9 23.0 19.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － － 458,231

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － － △62,799

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － － △227,870

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） － － － － 1,856,319

従業員数
（人）

30 34 47 51 73

(外、平均臨時雇用者数) (26) (37) (52) (70) (66)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第33期及び第34期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当

社株式が非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

３．当社は平成25年９月13日に東京証券取引所マザーズ市場に上場しているため、第35期の潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額は、新規上場日から第35期事業年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定

しております。
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４．第33期及び第34期の株価収益率については、当社株式が非上場であるため、記載しておりません。

５．第36期まで連結財務諸表を作成しておりますので、第36期までの持分法を適用した場合の投資利益、営業活

動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並

びに現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

６．第37期の持分法を適用した場合の投資利益は、持分法を適用する重要な関連会社がないため記載しておりま

せん。

７．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（アルバイト、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は年間の平均人員を（ ）外数

で記載しております。

８．第33期以降の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、新日本有限責任監

査法人の監査を受けております。

９．第34期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日

公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30

日）を適用しております。

　　当社は平成25年５月27日付で普通株式１株につき20株の株式分割、平成26年４月１日付で普通株式１株につ

き５株の株式分割を行いましたが、第33期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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２【沿革】

昭和54年８月 建築資材の輸入販売を目的として、大阪市淀川区に資本金3,000千円にて株式会社三輪を設立

昭和58年５月 本社を大阪市東区（現・中央区）に移転

平成12年３月 建築資材のインターネット通信販売事業を開始

平成16年７月 名古屋市中区に名古屋ショールームを開設

平成17年７月 本社を大阪市中央区に移転

 大阪市中央区に大阪ショールームを開設

平成18年10月 東京都江東区に東京ショールームを開設

平成20年４月 社名を株式会社三輪から株式会社サンワカンパニーに変更

 名古屋ショールームを名古屋市東区に移転

平成22年７月 東京ショールームを東京都港区に移転

平成23年２月 東南アジアにおける販売先・仕入先の開拓を目的としてシンガポールにSANWA COMPANY HUB

PTE.LTD.（非連結子会社）を設立

平成23年７月 SANWA COMPANY HUB PTE.LTD.（非連結子会社）がシンガポールにシンガポールショールームを開

設

平成25年４月 大阪ショールームを大阪市北区に移転

平成25年９月

平成26年７月

平成26年８月

平成26年10月

 

平成26年11月

平成27年４月

東京証券取引所マザーズに株式を上場

SANWA COMPANY HUB PTE.LTD.（非連結子会社）の事業の一時休止を決定

福岡市博多区に福岡ショールームを開設

建築資材の販売及びその仲介業を目的として株式会社サンワカンパニーPLUS（平成27年11月20日

付で株式会社アーキナビより商号変更）（非連結子会社）を設立

本社を大阪市北区に移転

名古屋ショールームを名古屋市東区に移転増床
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３【事業の内容】

当社は建築資材のインターネット通信販売事業の単一セグメントであり、設計事務所、工務店及び施主向けに建

築資材のインターネット通信販売を行っております。

 

［取引の概要］

　当社では、海外及び国内のメーカー・商社から仕入れた商品をウェブサイト及びカタログに販売価格を明示して

掲載し、購入者の属性にかかわらず同一価格で販売しております。

ウェブサイト上にて主に取り扱っている商品は以下のとおりであります。

キッチン、洗面スペース・水まわり、浴室・トイレ、ドア・建具、家具・収納、フローリング、タイル、天然

石、ウッドデッキ、パネル・壁材、ロートアイアン、フェンス・ルーバー、ガラス、外構、照明・外灯、インテリ

ア、エクステリア

 

また、現物の商品を確認できないというインターネット通信販売の弱みを補完するために、ショールームを東

京、大阪、名古屋、福岡の４拠点に開設しており、顧客の要望に応じてインテリア・コーディネーターが内装提案

を行っております。

商品の販売価格を明示し、かつ購入者の属性にかかわらず同一価格で販売する手法は、販売者と購入者との相対

取引において、その都度価格が決定される住宅設備業界における従来の商慣習とは一線を画すものであり、これに

より建材価格の透明性が確保されるのみならず、建築主自らが材料を調達して施工業者に施工のみを依頼する「施

主支給」を推進するものであります。

決済方法は現金先払いもしくはクレジットカード決済を原則とし、購入頻度、購入金額に応じ、所定のルールに

基づいて信用取引を行っております。

仕入形態は海外メーカーからの輸入仕入及び国内メーカー・商社からの国内仕入に大別され、輸入仕入について

は、一部の受注生産品を除き商品を在庫しており、国内仕入については仕入先から直送する商品と、在庫する商品

とに区別されます。また、当社の自社開発商品も輸入仕入、国内仕入それぞれに含まれております。在庫商品の仕

入については、仕入指示システムに基づいて発注点管理を行い、その指示に基づいて仕入先に対して発注処理を

行っております。

 

［事業系統図］

　当社の事業系統図は以下のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

当社は関係会社を２社を有しておりますが、非連結子会社であるため、記載を省略しております。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成27年９月30日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

73（66） 39.1 4.2 5,536

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（アルバイト、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（　）外

数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、建築資材のインターネット通信販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付け

た記載を省略しております。

４．当社の従業員数は前事業年度末に比べて22人増加し、73人となりました。これは事業拡大に伴う増加による

ものであります。

 

(2）労働組合の状況

当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度における我が国経済は、政府による経済政策などを背景として企業収益や雇用情勢は改善傾向にあ

り、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、中国経済の減速や金利の上昇懸念などの影響に

よる世界的な株式市場の混乱もあり、国内景気を押し下げるリスクを抱え、先行き不透明な状況が続いておりま

す。

　このような状況の中、当社は引き続き顧客数の増加を図るための施策を重点的に実施することで、事業規模の拡

大を図りました。平成27年４月に名古屋ショールームの移転増床により売れ筋商品の拡充や商談スペースを増設

し、名古屋を中心とした中部・東海地方での訴求力を強めるとともに、北陸地方の方々にも実際に商品を見ていた

だける機会を提供してまいりました。

　また、商品施策においては、世界的に最も権威のあるデザイン賞の一つである「iF DESIGN AWARD」において、

当社オリジナル商品の「スピニング」（洗面ボウル）と「オスポール」（機能門柱）の２商品が受賞、当社のブラ

ンディング及び市場認知を促進しました。今後も特色ある商品開発を行い、商品ラインナップを拡充し、お客様の

家づくりの自由度を拡げるべく事業展開してまいります。

　以上の結果、当事業年度の売上高は7,196百万円（前年同期比4.3％増）、営業利益は464百万円（前年同期比

9.4％減）、経常利益は458百万円（前年同期比8.6％減）、当期純利益は322百万円（前年同期比135.1％増）とな

りました。

　なお、当社は建築資材のインターネット通信販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略

しております。

 

(2）キャッシュ・フロー

　前事業年度は連結財務諸表を作成しておりましたが、当事業年度より個別財務諸表のみを作成しております。従

いまして、前年同期比較は記載しておりません。

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比較して167百万円増

加し、1,856百万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は458百万円となりました。これは主に税引前当期純利益496百万円、減価償却費

120百万円、仕入債務の増加額36百万円、前受金の増加額32百万円、未払金の増加額32百万円を計上した一方で、

法人税等の支払額284百万円を計上したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は62百万円となりました。これは主に有形固定資産の売却による収入330百万円を

計上した一方で、有形固定資産の取得による支出245百万円、無形固定資産の取得による支出52百万円、投資有価

証券の取得による支出48百万円、関係会社株式の取得による支出35百万円を計上したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は227百万円となりました。これは主に長期借入れによる収入300百万円を計上した

一方で、長期借入金の返済による支出375百万円、社債の償還による支出121百万円を計上したことによるものであ

ります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

当社は、建築資材のインターネット通信販売事業の単一セグメントであるため、以下の事項は商品カテゴリー別に

記載しております。

(1) 生産実績

当社はインターネット通信販売を主体としており、生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。

 

(2) 受注実績

当社はインターネット通信販売を主体としており、受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。

 

(3) 販売実績

当事業年度の販売実績を商品カテゴリー別に示すと、次のとおりであります。

商品カテゴリー別の名称
当事業年度

（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

前年同期比（％）

キッチン（千円） 2,204,040 120.7

洗面（千円） 2,018,888 104.7

タイル（千円） 697,975 102.0

建具（千円） 404,127 93.9

ウッドデッキ（千円） 303,298 92.8

フローリング（千円） 296,385 80.9

バス（千円） 208,705 119.2

その他（千円） 1,063,269 91.5

合計（千円） 7,196,690 104.3

（注）１．総販売実績に対する販売実績の割合が100分10以上の相手先がありませんので、主要な販売先の記載を省

略しております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社が属する住宅設備業界における今後の見通しは厳しく、また、業界内における競争の激化は続くとみられる

ものの、当社の事業規模に比してこの業界の市場規模は巨大であり、その中において当社はまだまだ認知されてい

るとはいえない存在であることから、収益獲得の余地は大いにあると考えております。

　このような状況の中、当社は以下のような取り組みを継続的に推進することで、収益規模の拡大を推進したいと

考えております。

(1）オリジナル商品の拡充

　商品アイテムを増加させることで、顧客の商品選択の自由度を高める計画であります。当社でしか取扱いのない

商品を増加させるために、輸入品においては当社が日本国内において独占的に販売できる関係を仕入先との間で構

築するとともに、国内調達商品においては意匠的に独創性の高い自社開発商品の積極的な投入に取り組む計画であ

ります。加えて製造商品においては世界的な工業賞に積極的に応募することで、デザイン力、商品力の研鑽に努め

ます。

(2）価格競争力の追求

　インターネット通信販売の強みを活かして、既存の商流、流通を経由しないことによって獲得できる価格競争力

を今後も維持したいと考えております。

　また、事業者間の競争が激しくなる中、調達価格が低下する可能性が大きく、単一の商品を複数の仕入先で生産

できるようにするなど、常にコストダウンや適正な在庫量を意識して業務を推進してまいります。

(3）知名度の向上

　当社は現在、カタログ、ショールーム及びインターネット上ではリスティング広告を軸とした広告展開を行って

おります。これら広告手法は、購入する商品を特定している顧客に対しては有効でありますが、商品をまだ特定で

きていない潜在顧客に対しては、有効ではないと考えております。今後、これら潜在顧客に対するアプローチの施

策として、雑誌、インターネットメディアなどの各種媒体と訴求するコンテンツの組みあわせを最適化するCRM

（顧客管理）の促進により認知度、顧客転換率、顧客数リピート率等を向上させてまいります。

(4）内部管理体制の充実

　当社は、平成27年９月末日現在において取締役４名、監査役（社外監査役）３名、従業員73名（臨時雇用者数除

く。）という比較的小規模な組織で運営されており、内部管理体制もこのような規模に応じたものになっておりま

す。

　今後、事業の拡大に応じて必要になる人員を適時に補充し、内部管理体制の一層の充実を図る予定であります。
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４【事業等のリスク】

以下において、当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

があると考えられる主な事項を記載しております。当社として必ずしも事業上のリスク要因に該当しないと考えてい

る事項についても、投資家の投資判断上、重要と考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観

点から記載しております。

当社は、これらリスクの発生の可能性を認識して事業活動を行っておりますが、以下の記載は当社株式への投資に

関連する事業リスクを完全に網羅しているものではなく、当社の株式に関する投資判断は、本項及び本書中の他の記

載事項も併せて慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1）当社の事業について

①当社が採用する販売形態について

当社が販売する全ての商品は、ウェブサイト、カタログ等において販売価格を明示しており、当社は会員制を採

用していないため、明示された販売価格はいつでも、誰でも見ることが可能です。これにより、価格の透明性が確

保できております。一方で、この販売形態は、相対取引の場において都度価格が決定される住宅設備業界において

は極めて異例の販売手法であり、価格が明示されることで、中間業者が介在する余地をなくし、また当社が関与し

ない取引の価格にも影響を及ぼす可能性があります。

以上のことから、当社が採用する販売形態は、住宅設備業界における商慣習と相反するものであり、このことが

当社の事業の成長を阻害する要因となる可能性があります。

 

②競合について

当社と同様のビジネスモデルを採用して事業を行う会社は、当社以外にも存在しておりますが、その多くが特定

のジャンルの商品を取扱っており、当社のように、インターネット通信販売事業において住宅内装設備関係の数多

くの建築資材を取扱う会社は極めて少ないと認識しております。

当社は、商品の選定及び企画開発力にて競合他社との差別化を図る所存でありますが、当社が提供する商品より

も優れた商品を供給する競合会社が現れた場合、当社の競争力は相対的に低下することとなり、その結果、当社の

財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③独占的契約について

当社が取扱う輸入品のうち欧州から輸入する商品については、当社のみが取扱う商品でありますが、これは独占

販売契約、代理店契約等の書面による契約によって確保されたものではなく、現地の商慣習によるものでありま

す。

当社は、この商慣習に従い現地の取引先からの仕入を行っておりますが、今後予測し得ない事態により、現在確

保している独占状態を喪失した場合、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④商品の瑕疵担保責任について

当社が販売する商品のうち、設備機器の一部には保証を付して販売しております。当社が販売する商品について

は、必要に応じて性能試験等を行い、品質の確保に努めておりますが、万一、これらの商品に重大な瑕疵が発見さ

れた場合、当社の社会的信用は低下し、また補修・損害賠償責任の発生により、当社の財政状態や経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

 

⑤システム障害について

当社の事業遂行においては、ウェブサイトによる販売活動はもとより、受発注業務、会計処理など、業務の大部

分においてコンピューターシステム及びそのネットワーク（以下、総称して「システム」と称します。）を活用し

て経営効率を高めております。

当社は、システム障害のリスクを低減するために、定期的なバックアップ、サーバーの二重化等の対策を施して

おりますが、これらによりシステム障害を完全に回避することは困難であり、またインターネット回線など、当社

が管理しない設備機器における障害の可能性も排除できないことから、万一、障害等が発生した場合には、当社の

財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑥商品の供給体制について

当社は、自らが企画した商品について、外部の取引先に製造を委託することによりオリジナル商品を供給してお

ります。この外部の取引先は、商品の開発段階で信用力、生産能力等を確認のうえ選定を行っておりますが、何ら

かの事情で製造を委託した商品が供給されないこととなった場合、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

(2）大規模災害による影響について

当社の在庫商品の多くは特定の物流拠点に集約しており、ここで商品の納入から検品、配送まで一貫して行って

おります。在庫及び物流機能を特定の地域に集中させる理由は、在庫管理及び物流に関するコストの低減を図ると

いう経営判断に基づくものであります。

当社は、在庫商品に対し火災保険及び地震保険を付保しておりますが、火災・地震等の災害により在庫商品及び

物流機能が破壊された場合、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3）為替変動が収益に与える影響について

当社における仕入取引の15.9％（当事業年度実績）は外貨建の取引であり、為替変動の影響を受ける立場にあ

り、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4）個人情報の管理について

当社は、事業活動の過程で取得した顧客情報を保有しており、かつこの顧客情報の中には個人情報も含まれてお

ります。これら顧客情報については、社内規程及び運用マニュアルなどを策定し内部管理体制を徹底するととも

に、システムやセキュリティの強化などに取り組むことで厳重に管理しております。

このように、顧客情報の取扱いについては細心の注意を払っておりますが、万一、個人情報の流出などの重大な

トラブルが発生した場合には、当社に対する社会的信用が低下し、また損害賠償請求等により、当社の事業活動、

財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5）有利子負債への依存と金利変動の影響について

当社は、事業拡大のための資金を金融機関からの借入れに依存しており、当事業年度末における総資産に対する

有利子負債依存度は、28.6％となっております。新規及び借り換え時の資金調達において金融機関等との折衝が滞

り資金の調達に支障が生じた場合には、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社の当事業年度末における有利子負債残高は1,182百万円となっておりますが、一部の借入金は変動金

利にて調達しているため、市場金利の変動に応じて借入金利は変動します。このため、市場金利が上昇した場合、

今後の財務活動において資金調達コストが上昇し、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6）原材料価格の上昇について

当社が販売する商品の多くは木材、石油、金属等の資材価格の変動の影響を受けるものであります。当社は年間

販売予定数量の取引先への開示、大量発注等により常に仕入価格の低減に努めておりますが、資材価格が急激に上

昇して仕入価格の上昇が避けられない事態となった場合には、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

(7）法的規制について

当社の行っている事業は通信販売事業であり、「特定商取引に関する法律」の規制を受けております。当社が取

扱うカタログ及びホームページ上に掲載された商品情報に関しましては、「不当景品類及び不当表示防止法」及び

「不正競争防止法」についての規制を受けており、当社の取扱商品の一部に関しましては、品質等に関する問題に

ついて「製造物責任法」等により規制を受けております。また、「消費者契約法」の規制を受けております。上記

の法的規制以外に、商品輸入に関連した貿易関連法令及び商標権や意匠権などの産業財産権に係る法令に関して

も、一部規制を受けることとなります。

当社では、社員教育の徹底、コンプライアンス体制の整備、販売管理体制の構築、また適宜、顧問弁護士のアド

バイスを受ける等、法的規制を遵守する管理体制を整備しておりますが、法令に違反する行為がなされた場合及び

法令の改正や新たな法令の制定が行われた場合には、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社サンワカンパニー(E27815)

有価証券報告書

12/61



 

(8）小規模組織について

当社は、当事業年度末現在において取締役４名、監査役（社外監査役)３名、従業員73名（臨時雇用者数除く。)

という比較的小規模な組織で運営されており、内部管理体制もこのような規模に応じたものになっております。今

後、事業の拡大に応じて必要になる人員を適時に補充し、内部管理体制の一層の充実を図る予定でありますが、人

材の採用活動の成否によっては人員の補充が遅れ、当社の業務運営に支障をきたす可能性があります。

 

(9）新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

当社は、当社取締役及び従業員の業績向上へのインセンティブを高めることを狙いとして、また、当社監査役が

適正な監査に対する意識を高めることにより当社の経営の健全性の向上を図る観点から、ストックオプション制度

を採用しております。会社法の規定に基づき、株主総会の承認を受け、当社取締役、監査役及び従業員に対して新

株予約権の発行と付与を行いました。

当事業年度末現在における当社の発行済株式総数は15,950,500株であり、これら新株予約権の権利が行使された

場合は、新たに793,000株の新株式が発行され、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。ま

た、今後も同様のインセンティブ・プランを継続する可能性があります。従いまして、今後付与される新株予約権

が行使された場合にも、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。

 

 

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成されております。

財務諸表における報告数値のうち一部の数値については、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる見積りを基に

その算出を行っておりますが、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

　当社の財務諸表の作成にあたって採用した重要な会計方針は「第５　経理の状況　１　財務諸表等　(1)　財務諸

表　注記事項（重要な会計方針）」に記載のとおりであります。

 

(2）財政状態の分析

①資産

　当事業年度末における資産合計は、前事業年度末に比べ123百万円増加し、4,140百万円となりました。その主な要

因は、現金及び預金の増加157百万円、投資有価証券の増加48百万円、関係会社株式の増加35百万円、関係会社長期

貸付金の増加20百万円、土地の減少121百万円、繰延税金資産（流動資産）の減少26百万円によるものであります。

②負債

　当事業年度末における負債合計は、前事業年度末に比べ167百万円減少し、2,367百万円となりました。その主な要

因は、資産除去債務の増加57百万円、買掛金の増加36百万円、未払消費税等の増加35百万円、未払法人税等の減少

136百万円、長期借入金の減少96百万円、１年内償還予定の社債の減少63百万円によるものであります。

③純資産

　当事業年度末における純資産合計は、前事業年度末に比べ290百万円増加し、1,772百万円となりました。その要因

は、利益剰余金の増加290百万円によるものであります。

 

(3）経営成績の分析

　経営成績の分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（1）業績」に記載のとおりでありま

す。

 

(4）キャッシュ・フローの分析

　キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（2）キャッシュ・フロー」

に記載のとおりであります。

 

(5）経営戦略の現状と見通し

　当社の企業理念である「Change the Values」の基に、デザイン性の高い商品を、「ワンプライス」の徹底による価

格の透明性の実現を目指しており、インターネット通信販売を通じて、誰が買っても同じ価格の「ワンプライス」とい

う販売形態によって住宅設備業界に変革をもたらし、顧客満足度を常に高めることを経営目標としております。

　今後においても、積極的に広告宣伝を行い当社ブランドの浸透を図っていくことで新規顧客を獲得し、また、設計事

務所や工務店に対してはリピーターを増やし、注文件数の安定的な増加を目指してまいります。

　商品に関しましては、様々なニーズに対応した商品開発を行って商品ラインナップの拡充をし、家づくりの自由度を

拡げてまいります。

　また、顧客満足度を追求するために従業員教育、アフターサービス体制の整備を通じて、継続的に顧客サービスの向

上に努めてまいります。

　次期の見通しにつきましては、企業業績の好調を背景に設備投資や雇用・所得環境の改善により個人消費が持ち直

し、景気は緩やかな回復基調で推移するものと予想されますが、中国経済減速の下振れリスクなど依然として先行き不

透明であります。また、円安による原材料のコスト上昇や慢性的な職人不足など厳しい状況が続くものと見込まれま

す。

　このような状況の中、当社は引き続き経営効率を確保しつつショールームの新設やリニューアルを進めていき業績を

拡大してまいります。さらに、キッチン・洗面・バス等デザイン性の高い商品では、引き続き特色ある商品開発を継続

し、床材や設備部材などでは、利便性やお求め安すさを追求するなど、CRM（顧客管理）マーケティングの特性を活か

して、多品種な個別商品のカスタマイズ化などをもって、広く顧客を開拓してまいります。

　また、アジア企業としては初となるエウロクチーナ（サローネ国際キッチン見本市）に出展が決定いたしました。こ

の世界最高峰の家具見本市に出展することで、当社のコンセプトである「ミニマリズム」を追求したデザインと「メイ

ド・イン・ジャパン」という高品質を併せ持った商品を開発するメーカーであることを、世界に向けブランディングを

行い、単なる求めやすさではなく、顧客の理想とする空間を実現できる「本物」としての重厚感を演出することによ

り、ある特定の顧客層だけでなく広いターゲティングを可能にしてまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度における設備投資の総額は279,753千円であり、その主なものは、本社と名古屋ショールームを移転増床

したことによる設備投資であります。

　また、当事業年度における重要な設備の売却は、次のとおりであります。

事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額
（千円）

売却年月

建物及び構築物
土地

（面積㎡）

本社

（大阪市中央区）
本社機能 170,380

122,100

（95.00）
平成26年12月

　なお、当社は、建築資材のインターネット通信販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。

 

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、次のとおりであります。

　なお、当社の報告セグメントは単一であるため、セグメント別の記載を省略しております。

平成27年９月30日現在
 

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

（千円）

土地
（千円）
[面積㎡]

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

(大阪市北区)
本社機能 72,141

－

[820.00]
13,883 86,024

44

（34）

東京ショールーム

(東京都港区)
ショールーム 33,897

－

[856.06]
4,277 38,174

9

（8）

名古屋ショールーム

(名古屋市東区)
ショールーム 133,377

－

[900.78]
4,667 138,045

3

（8）

大阪ショールーム

(大阪市北区)
ショールーム 126,321

－

[1,344.72]
17,671 143,992

12

（11）

福岡ショールーム

(福岡市博多区）
ショールーム 146,206

－

[1,083.27]
6,755 152,962

5

（5）

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。

３．従業員数の（　）外数は、臨時雇用者（アルバイト、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含

む。）の年間の平均人員であります。

４．賃借している土地の面積については[　]で外書きしております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社サンワカンパニー(E27815)

有価証券報告書

15/61



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行
数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数
（株）
（平成27年12月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,950,500 15,978,000
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であり、権利内

容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であり、単元

株式数は100株であります。

計 15,950,500 15,978,000 － －

（注）発行済株式数の増加は、ストックオプションの権利行使による増加であります。
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（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　平成19年12月13日定時株主総会決議（平成19年12月13日取締役会決議：第２回新株予約権）

区分
事業年度末現在

（平成27年９月30日）
提出日の前月末現在
（平成27年11月30日）

新株予約権の数（個） 275 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 27,500　(注)１ －

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100　(注)２ 同左

新株予約権の行使期間

自　平成22年１月１日

至　平成28年12月31日

但し、行使期間の最終日が

会社の休業日にあたる場合

には、その前営業日を最終

日とする。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　100

資本組入額　 50
同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権発行後、以下の事由が生じた場合には、新株予約権１個当たりの目的となる株式数を調整しま

す。

（1）本新株予約権の割当日後において、普通株式について株式の分割又は併合が行われる場合には、未行使

の本新株予約権についてその１個当たりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整によ

り生じる１株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

（2）①行使価額を下回る１株当たりの払込金額での普通株式の発行又は処分、又は②行使価額を下回る１株

当たりの取得価額をもって普通株式を取得し得る潜在株式等の発行を行うときは、未行使の本新株予約権

についてその目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生ずる１株未満の端数は切

り捨てる。
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整前行使価額
調整後株式数　＝　調整前株式数　×　―――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整後行使価額
 

（3）会社が株主割当の方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場合、

株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、会社は取締役会の決議を

もって適当と認める本新株予約権１個当たりの目的たる株式数の調整を行う。

２．新株予約権発行後、以下の事由が生じた場合には、行使時に１株につき払込みをなすべき金額（以下、「行

使価額」という。）を調整します。

（1）本新株予約権の割当日後において、普通株式について株式の分割又は併合が行われる場合には、未行使

の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1
調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率
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（2）会社が、本新株予約権の割当日後において、①行使価額を下回る１株当たりの払込金額での普通株式の

発行又は処分、又は②行使価額を下回る１株当たりの取得価額をもって普通株式を取得し得る潜在株式等

の発行を行うときは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
 

　　　　　　　　　　　既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額
調整後行使価額　＝　―――――――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新発行株式数
 

（3）会社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、会

社は取締役会の決議をもって適当と認める行使価額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。

（1）新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、会社の取締役又は監査役及

び会社の使用人いずれの身分とも喪失した場合等、「新株予約権割当契約書」に定める取得事由が発生し

ていないことを条件とする。

（2）その他の新株予約権の行使条件は、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に

定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
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　平成25年４月８日臨時株主総会決議（第４回新株予約権）

区分
事業年度末現在

（平成27年９月30日）
提出日の前月末現在
（平成27年11月30日）

新株予約権の数（個） 7,655 7,655

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 765,500　(注)１ 765,500　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 73　(注)２ 同左

新株予約権の行使期間

自　平成29年５月１日

至　平成34年４月30日

但し、行使期間の最終日が

会社の休業日にあたる場合

には、その前営業日を最終

日とする。　(注)５

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　73

資本組入額　37
同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権発行後、以下の事由が生じた場合には、新株予約権１個当たりの目的となる株式数を調整しま

す。

（1）本新株予約権の割当日後において、普通株式について株式の分割又は併合が行われる場合には、未行使

の本新株予約権についてその１個当たりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整によ

り生じる１株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

（2）①行使価額を下回る１株当たりの払込金額での普通株式の発行又は処分、又は②行使価額を下回る１株

当たりの取得価額をもって普通株式を取得し得る潜在株式等の発行を行うときは、未行使の本新株予約権

についてその目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生ずる１株未満の端数は切

り捨てる。
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整前行使価額
調整後株式数　＝　調整前株式数　×　―――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整後行使価額
 

（3）会社が株主割当の方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場合、

株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、会社は取締役会の決議を

もって適当と認める本新株予約権１個当たりの目的たる株式数の調整を行う。

２．新株予約権発行後、以下の事由が生じた場合には、行使時に１株につき払込みをなすべき金額（以下、「行

使価額」という。）を調整します。

（1）本新株予約権の割当日後において、普通株式について株式の分割又は併合が行われる場合には、未行使

の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1
調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率
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（2）会社が、本新株予約権の割当日後において、①行使価額を下回る１株当たりの払込金額での普通株式の

発行又は処分、又は②行使価額を下回る１株当たりの取得価額をもって普通株式を取得し得る潜在株式等

の発行を行うときは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
 

　　　　　　　　　　　既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額
調整後行使価額　＝　―――――――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新発行株式数
 

（3）会社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、会

社は取締役会の決議をもって適当と認める行使価額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。

（1）新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、会社の取締役又は監査役及

び会社の使用人いずれの身分とも喪失した場合等、「新株予約権割当契約書」に定める取得事由が発生し

ていないことを条件とする。

（2）その他の新株予約権の行使条件は、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に

定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

５．第４回新株予約権のうち当社の取締役及び従業員の権利行使期間開始日が平成27年５月１日から平成29年５

月１日に変更しておりますが、当社監査役の権利行使期間は変更しておりません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年５月27日

（注）１
2,280,000 2,400,000 － 150,000 － 100,000

平成25年９月12日

（注）２、６
380,000 2,780,000 166,060 316,060 166,060 266,060

平成25年９月27日

（注）３、６
57,000 2,837,000 24,909 340,969 24,909 290,969

平成25年９月18日～　

平成25年９月30日

（注）４

145,600 2,982,600 5,738 346,707 5,738 296,707

平成25年10月１日～　

平成26年３月31日

（注）４

176,400 3,159,000 35,170 381,877 35,170 331,877

平成26年４月１日

（注）５
12,636,000 15,795,000 － 381,877 － 331,877

平成26年４月１日～　

平成26年９月30日

（注）４

155,500 15,950,500 7,775 389,652 7,775 339,652

（注）１．株式分割（１：20）によるものであります。

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　 950円

発行価額　　　　 874円

資本組入額　　　 437円

払込金総額　332,120千円

３．有償第三者割当（オーバアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　　　 874円

資本組入額　　　 437円

割当先　　野村證券株式会社

４．新株予約権の行使による増加であります。

５．株式分割（1：５）によるものであります。

６．平成25年８月８日提出の有価証券届出書に記載した「新規発行による手取金の使途」において、手取概算額

のうち、210,000千円については福岡ショールームの新設費用として平成26年９月期に充当し、残額につい

ては横浜ショールームの新設費用として平成27年９月期に充当する予定でありましたが、名古屋ショールー

ム移転による設備投資を優先し、見直しを行った結果、横浜ショールームの新設は中止となりました。その

理由といたしまして、名古屋ショールームの床面積が他のショールームに比べ狭いことで、他のショールー

ムと同等の展示品を設置できないことから名古屋ショールームの増床が必要になったことによるものであり

ます。

７．平成27年10月１日から平成27年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が27,500

株、資本金及び資本準備金が1,375千円それぞれ増加しております。

 

（６）【所有者別状況】

平成27年９月30日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 7 20 35 16 13 3,923 4,014 －

所有株式数

（単元）
－ 31,485 4,732 5,515 9,098 83 108,580 159,493 1,200

所有株式数の割

合（％）
－ 19.74 2.97 3.46 5.70 0.05 68.08 100.00 －
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（７）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

山根　太郎 兵庫県宝塚市 2,060,000 12.9

山根　良太 兵庫県宝塚市 2,060,000 12.9

山根　知子 兵庫県宝塚市 1,605,000 10.1

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 1,321,100 8.3

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 1,134,400 7.1

荒砂　康行 神戸市東灘区 1,080,000 6.8

原野　繁之 大阪府四条畷市 520,000 3.3

山根アセット株式会社 兵庫県宝塚市野上5-4-79-206 500,000 3.1

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町2-2 378,000 2.4

THE BANK OF NEW YORK 133652

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000

BRUSSELS, BELGIUM(東京都中央区月島

4-16-13)

357,100 2.2

計 － 11,015,600 69.1

（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は

1,321,100株であります。なお、それらの内訳は、年金信託設定分593,800株、投資信託設定分727,300株と

なっております。

２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は

1,134,400株であります。なお、それらの内訳は、年金信託設定分19,600株、投資信託設定分1,114,800株と

なっております。

３．前事業年度末において主要株主であった株式会社ドリームインキュベータは、当事業年度末現在では主要株

主ではなくなりました。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,949,300 159,493

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式でありま

す。

なお、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式　　　1,200 － －

発行済株式総数 15,950,500 － －

総株主の議決権 － 159,493 －

 

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（９）【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する

方法によるものであります。

当該制度の内容は、以下のとおりであります。

 

（平成19年12月13日定時株主総会決議　平成19年12月13日取締役会決議）

第２回新株予約権の状況

決議年月日 平成19年12月13日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　１名

当社従業員　19名

社外協力者　１社

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（注）新株予約権の権利行使により、本書提出日現在の付与対象者はおりません。

 

（平成25年４月８日臨時株主総会決議）

第４回新株予約権の状況

決議年月日 平成25年４月８日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　３名

当社従業員　29名

当社監査役　３名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけており、株主への長期的な利益還元を

実現するため、内部留保資金を充実し、環境の変化を先取りした積極的な事業展開を行う必要があると考えており

ます。また、今後の利益配分の基本方針としては、株主への利益の還元と内部留保のバランスを総合的に判断し、

業績と市場動向の状況に応じた柔軟な対応を行っていく所存であります。

　当社は、会社法第459条第１項に基づき、９月30日及び３月31日を基準日として、取締役会の決議により剰余金

の配当を実施することができる旨を定款に定めております。将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部

留保を確保しつつ、配当を実施する所存でありますが、現時点において毎事業年度における配当の回数についての

方針及び具体的な実施時期等は未定であります。

　これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、前事業年度の１株当たり２円から２円増配し

４円とさせていただきました。これによって、年間配当金は４円（前事業年度から２円の増配）となり、当事業年

度の配当性向は19.8％となります。内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境及び電子商取引をとり

いれたビジネスモデルの変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市場ニーズに応える商品開発体

制、ショールーム展開を強化するための有効投資に充当してまいります。

 

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

平成27年11月13日

取締役会決議
63,802 4
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月

最高（円） － － 3,750
9,140

□1,549
850

最低（円） － － 2,450
1,050

□768
342

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

なお、当社株式は平成25年９月13日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価につ

いては該当事項はありません。

２．□印は、株式分割（平成26年４月１日、１株→５株）による権利落後の最高・最低株価を示しております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 765 697 712 802 732 467

最低（円） 575 607 549 673 414 342

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

男性８名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
－ 山根　太郎 昭和58年７月15日生

平成20年４月　伊藤忠商事株式会社入社

平成26年４月　当社入社　商品部長

平成26年６月　当社代表取締役社長就任

 （現任）

平成26年10月　株式会社サンワカンパニー

ＰＬＵＳ

　　　　　　　代表取締役社長就任

 （現任）

（注）３ 2,060,000

取締役 － 原野　繁之 昭和47年２月21日生

平成４年４月　株式会社美装入社

平成７年４月　当社入社

平成19年10月　当社プロジェクトチーム

　　　　　　　マネージャー

平成22年10月　当社商品チームマネージャ

　　　　　　　ー

平成25年３月　当社商品部長

平成26年12月　当社取締役商品部長就任

平成27年10月　当社取締役ＣＣＯ就任

　　　　　　　（現任）

（注）３ 547,500

取締役 － 荒砂　康行 昭和44年１月30日生

平成４年４月　株式会社モリガング入社

平成７年４月　当社入社

平成18年10月　当社インターネット事業部

担当マネージャー

平成21年３月　当社取締役インターネット

事業部長就任

平成25年６月　当社取締役WEB事業部長就任

平成26年10月　当社取締役営業部長就任

平成27年10月　当社取締役ＣＯＯ就任

　　　　　　　（現任）

（注）３ 1,080,000

取締役 － 武島　和義 昭和50年１月25日生

平成11年４月　株式会社ベネッセ

　　　　　　　コーポレーション入社

平成15年８月　ウォルト・ディズニー・

　　　　　　　ジャパン株式会社入社

平成22年７月　株式会社セシール入社

平成22年８月　株式会社フジ・ダイレクト

　　　　　　　・マーケティング兼務出向

平成23年10月　グリー株式会社入社

平成24年６月　株式会社TBWA HAKUHODO入社

　　　　　　　経営企画室経営企画部兼新

　　　　　　　規事業推進部スーパーバイ

　　　　　　　ザー

平成26年12月　当社取締役管理部長就任

平成27年10月　当社取締役ＣＳＯ兼ＣＦＯ

就任（現任）

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 － 小菅　正伸 昭和31年１月25日生

平成５年４月　関西学院大学商学部教授

　　　　　　　（現任）

平成８年４月　同大学大学院商学研究科博

士課程前期課程指導教授

（現任）

平成11年４月　同大学大学院商学研究科博

士課程後期課程指導教授

（現任）

平成17年４月　同大学大学院経営戦略研究

科会計専門職専攻教授

平成19年４月　同大学入試部長

平成22年４月　同大学商学部長

平成24年３月　株式会社竹中工務店監査役

　　　　　　　（現任）

平成26年４月　同大学副学長（現任）

　　　　　　　同大学教務機構長（現任）

　　　　　　　学校法人関西学院常任理事

　　　　　　　（現任）

平成27年12月　当社取締役就任（現任）

（注）３ －

常勤監査役 － 栄　秀人 昭和27年６月12日生

昭和63年12月　アサヒビール株式会社入社

福島工場総務部課長

平成６年９月　同社名古屋工場総務部長

平成16年４月　同社法務部長

平成24年12月　当社常勤監査役就任

　　　　　　　（現任）

（注）４ －

監査役 － 楠山　宏 昭和34年11月３日生

平成８年４月　大阪弁護士会弁護士登録

　　　　　　　エービーシー法律事務所入

所

平成13年３月　楠山法律事務所開設

　　　　　　　（現任）

平成19年６月　当社監査役就任（現任）

（注）４ －

監査役 － 児玉　文人 昭和46年12月15日生

平成６年４月　株式会社ライフ入社

平成10年10月　センチュリー監査法人（現

新日本有限責任監査法人）

入所

平成14年８月　公認会計士登録

平成19年１月　不動産鑑定士登録

平成19年７月　児玉会計・鑑定事務所開設

（現任）

平成19年12月　当社監査役就任（現任）

（注）４ －

    計 3,687,500

（注）１．取締役小菅正伸は、社外取締役であります。

２．監査役栄秀人、楠山宏及び児玉文人は、社外監査役であります。

３．平成27年12月25日開催の定時株主総会終結のときから平成28年12月開催予定の定時株主総会終結の時までであ

ります。

４．平成25年５月25日開催の臨時株主総会終結のときから平成28年12月開催予定の定時株主総会終結の時までであ

ります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスを、絶えず変化する経済環境の中で企業価値の極大化と企業理念の実現を

両立させるための仕組みと位置づけ、経済環境の変化に対する機動的な経営判断、業務執行、内部統制による効

率的な経営及びそれらに対する監督機能の実現を意識した組織体制の構築に努めております。

 

①企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

１　取締役会

　取締役会は、１名の社外取締役を含む５名の取締役により構成されております。迅速かつ的確な経営判断を行

うため、毎月の定例取締役会に加えて、必要に応じて臨時取締役会を随時開催しております。

２　監査役会

　監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名により構成され、全員が社外監査役であります。また、非常

勤監査役には、企業法務や財務会計に精通した弁護士・公認会計士の人材を登用しております。

３　内部監査

　代表取締役社長の直轄部署としてコンプライアンス課を設置しております。なお、コンプライアンス課が行う

内部監査以外の業務については、他の部門長を内部監査人として選定しております。内部監査人は監査結果を代

表取締役社長に報告し、かつ指摘された問題点に対する改善状況を確認するために、改善確認調査を行っており

ます。

４　コンプライアンス委員会

　コンプライアンス委員会は、各部門の所属長以上で構成され、適宜必要に応じて開催しております。同委員会

では、コンプライアンスの状況把握、コンプライアンス違反の未然防止策の検討等を行っております。

 

※当社の企業統治の体制を図で示すと次のとおりであります。

 

 

ロ．企業統治の体制を採用する理由

　当社はコーポレート・ガバナンスの強化のために新たに社外取締役１名を選任しました。社外取締役の専門的

知識と見識に基づき、当社の監督機能の強化や経営の透明性及び客観性を確保しております。

　また、従来から社外監査役３名を選任しており、幅広い経験と見識及び専門的見地をもとに、独立及び中立の

立場から客観的な視点に基づき代表取締役及び取締役会に対して質問や意見を述べております。当社の規模にお

いて現行の体制が、経営に対する十分な監督及び監視機能を確保し、法令遵守及び企業倫理の徹底、効率的で効

果的な経営及び業務執行が実現できる体制であると考えております。
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ハ．その他企業統治に関する事項

・内部統制システムの整備の状況

　当社は内部統制システムの有効性を確保するために、監査役及び内部監査人による監査を行っております。

監査役は取締役の職務執行を監査する立場として、内部監査人は規程、社内ルール及び法令遵守の状況につい

て監査する立場として、それぞれ独立した立場に基づいて監査を行っております。

・リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理の体制は、「リスク管理規程」に基づき、企業経営に重大な影響を与えるリスクの選定と

必要な適切かつ迅速な対応ができるようリスクを統括的に管理しております。また、「コンプライアンス基本

方針」に基づき、コンプライアンス委員会を設置し、法務リスクを含むリスク全般について、課題や対応策を

検討しており、その状況を取締役会に報告し協議を行うなど、全般的なリスクの管理強化に取組んでおりま

す。

 

ニ．提出会社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社は「コンプライアンス基本方針」を掲げ、グループ全体のコンプライアンス体制の維持・向上を図ってお

ります。通報制度として設置した外部受付窓口（法律事務所）へは子会社の使用人等からの通報も可能として、

通報者に不利益が及ばないようにする体制を整備しております。

　また、「関係会社管理規程」に基づき子会社等を担当部署が、適切な管理を行っております。

 

ホ．取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との間の責任限定契約の内容の概要

　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）、社外監査役楠山宏氏及び社外監査役児玉文人氏と

の間で、会社法第427条第１項に基づき、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。当該契約に基づく取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役の損害賠償責任の限度額

は、いずれも法令が規定する額としております。

 

②内部監査及び監査役監査の状況

　年間監査計画に基づき内部監査を行っております。内部監査人は会計監査、業務監査及び特命監査を通じ、会社

の業務の運営並びに財産の運用及び保全が、法令・定款・諸規程等あらかじめ定められた基準及び当社の経営方針

に適正に準拠して効率的かつ安全に実施されているかどうかをチェックしております。

　監査役は、全員が取締役会に出席しております。その他、重要な会議への出席に加え、取締役からの聴取、重要

な書類の閲覧、内部監査人及び会計監査人との連携により、監査役監査の実効性を確保しております。

　また、監査役、内部監査人は、監査役監査及び内部監査の有効性、効率性を高めるために相互連携を図ってお

り、かつ定期的に会計監査人との意見交換を行い、会計監査の実施状況を確認すると共に、会計監査人の意見を聴

取しております。

　なお、社外監査役楠山宏氏は弁護士の資格を有しており企業法務に精通し、幅広い知識と豊富な知見を有してお

ります。社外監査役児玉文人氏は公認会計士の資格を有しており財務会計に関して相当程度の知見を有しておりま

す。

 

③会計監査の状況

　業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

　　　西原　健二（新日本有限責任監査法人）

　　　入山　友作（新日本有限責任監査法人）

　　　(注)　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　監査業務に係る補助者の構成

　　上記２名の公認会計士に加え、その補助者として、公認会計士７名、その他５名が監査業務に従事しておりま

す。

 

④社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は１名、社外監査役は３名であります。

　当社は、社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準又は方針を定めておりませんが、社外取締役及び社外

監査役の選任にあたっては、株式会社東京証券取引所の独立性に関する判断基準を参考に、一般株主と利益相反の

おそれがないこと等を基準とし選任しております。

　社外取締役の小菅正伸氏は、会計学を研究する大学教授としての長年にわたる豊富な知識と幅広い見識を有され

ており、その専門的知識と見識に基づき当社の監督機能の強化や、有益な助言をいただけると判断し選任しており

ます。同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、当社は同氏を同取引所に対し、独立

役員として届け出る予定であります。同氏は、株式会社竹中工務店の社外監査役を兼務しておりますが、当社と株

式会社竹中工務店との間に特別な利害関係はありません。

　社外監査役の栄秀人氏は、社外での企業実務に精通しており、豊富な経験や専門性を活かした助言・提言をいた

だけると判断し選任しております。

　社外監査役の楠山宏氏は、弁護士である専門的見地から、コンプライアンス、内部統制に関する助言・提言をい

ただけると判断し選任しております。
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　社外監査役の児玉文人氏は、公認会計士である専門的見地から、決算関係書類等の適法性・妥当性に関する助

言・提言をいただけると判断し選任しております。

　３名の社外監査役全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しております。

当社と社外取締役及び社外監査役との間には、人的関係、資本的関係、又は取引関係その他の利害関係はありま

せん。

社外監査役は、毎月開催される取締役会に出席し、業務執行をする経営陣から独立した客観的視点で、必要に応

じ発言しております。また、毎月開催される監査役会に報告されており、内部監査人及び会計監査人との協議・報

告事項についても、監査役会で報告されております。

 

⑤役員報酬の内容

平成27年９月期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

　　取締役及び監査役に支払った報酬

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円） 対象となる役員の員数

（人）
基本報酬

取締役

（社外取締役を除く。）
64,800 64,800 5

監査役

（社外監査役を除く。）
－ － －

社外役員 7,800 7,800 3

　役員報酬につきましては、当社定款の定めによる範囲内で、各取締役の報酬額は取締役会の決議により決定

し、各監査役の報酬額は監査役の協議により決定しております。なお、各取締役の報酬額は、当社の業績や経営

内容及び個人の責任や実績を考慮して決定しております。

 

⑥株式の保有状況

投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

１銘柄　48,000千円

 

⑦取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票に

よらない旨を定款に定めております。

 

⑨剰余金の配当等の決定機関

当社は、会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の

決議によらず取締役会の決議によって定めることができる旨を定款に定めております。これは、機動的な株主への

利益還元や資本政策の遂行を可能とすることを目的とするものであります。

 

⑩株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株

主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ

ります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前連結会計年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

12,000 ― 15,000 ―

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査人より提示された監査に要する業務

時間等を基準として報酬額を決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。なお、前事業年度（平成25年10月１日から平成26年９月30日まで）は、連結財務諸表を作

成しており、キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、キャッシュ・フロー計算書に係る比較情報は記載

しておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年10月１日から平成27年９月30日

まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、

連結財務諸表は作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入しております。また、公益財団法人財務会計基準機構の行うセミナーに参加しておりま

す。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年９月30日)
当事業年度

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 1,698,757 1,856,319

売掛金 380,484 357,321

商品 ※２ 760,275 756,820

未着商品 24,733 28,961

貯蔵品 28,736 8,587

前渡金 59,007 76,670

前払費用 17,442 22,156

繰延税金資産 72,108 45,226

その他 1,942 1,605

流動資産合計 3,043,488 3,153,668

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※２ 513,996 521,765

工具、器具及び備品（純額） 48,091 51,688

土地 ※２ 122,149 749

建設仮勘定 5,344 －

有形固定資産合計 ※１ 689,581 ※１ 574,204

無形固定資産   

特許権 622 494

商標権 1,615 2,647

意匠権 832 964

ソフトウエア 35,566 51,157

ソフトウエア仮勘定 12,500 25,000

無形固定資産合計 51,137 80,262

投資その他の資産   

投資有価証券 － 48,000

関係会社株式 0 35,000

関係会社長期貸付金 133,000 153,000

差入保証金 203,265 195,750

繰延税金資産 21,049 24,653

その他 9,313 9,476

貸倒引当金 △133,838 △133,838

投資その他の資産合計 232,790 332,042

固定資産合計 973,508 986,509

資産合計 4,016,997 4,140,178
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年９月30日)
当事業年度

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 367,635 404,222

1年内償還予定の社債 ※２ 121,000 57,500

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 375,136 396,418

未払金 137,397 138,353

未払費用 32,001 34,205

未払法人税等 177,990 41,623

未払消費税等 32,013 67,712

前受金 248,277 280,757

預り金 3,563 6,930

賞与引当金 40,012 50,522

資産除去債務 5,775 －

その他 12,169 3,538

流動負債合計 1,552,971 1,481,782

固定負債   

社債 137,500 80,000

長期借入金 ※２ 745,110 648,692

資産除去債務 99,355 157,251

固定負債合計 981,965 885,943

負債合計 2,534,937 2,367,725

純資産の部   

株主資本   

資本金 389,652 389,652

資本剰余金   

資本準備金 339,652 339,652

資本剰余金合計 339,652 339,652

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 752,754 1,043,147

利益剰余金合計 752,754 1,043,147

株主資本合計 1,482,059 1,772,452

純資産合計 1,482,059 1,772,452

負債純資産合計 4,016,997 4,140,178
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成25年10月１日
　至　平成26年９月30日)

当事業年度
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 6,899,685 7,196,690

売上原価   

商品期首たな卸高 755,134 871,682

当期商品仕入高 4,775,673 4,665,569

合計 5,530,807 5,537,251

商品期末たな卸高 ※２ 871,682 ※２ 820,723

商品売上原価 4,659,125 4,716,527

売上総利益 2,240,559 2,480,162

販売費及び一般管理費 ※３ 1,727,793 ※３ 2,015,710

営業利益 512,766 464,452

営業外収益   

受取利息 ※１ 3,613 311

受取保険金 － 2,774

物品売却益 1,777 2,552

その他 671 1,303

営業外収益合計 6,061 6,942

営業外費用   

支払利息 13,342 10,207

支払手数料 4,552 3,044

その他 4 56

営業外費用合計 17,898 13,307

経常利益 500,928 458,086

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 768 ※４ 39,111

保険解約返戻金 25,316 －

特別利益合計 26,084 39,111

特別損失   

固定資産売却損 ※５ 109 ※５ 217

減損損失 ※７ 13,469 －

固定資産除却損 ※６ 1,685 ※６ 841

子会社株式評価損 50,095 －

貸倒引当金繰入額 ※１ 133,000 －

特別損失合計 198,360 1,058

税引前当期純利益 328,652 496,139

法人税、住民税及び事業税 245,527 150,567

法人税等調整額 △53,962 23,277

法人税等合計 191,565 173,844

当期純利益 137,087 322,294
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

      （単位：千円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他
利益剰余金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 346,707 296,707 296,707 645,492 645,492 1,288,908 1,288,908

当期変動額        

新株の発行 42,945 42,945 42,945   85,890 85,890

剰余金の配当    △29,826 △29,826 △29,826 △29,826

当期純利益    137,087 137,087 137,087 137,087

当期変動額合計 42,945 42,945 42,945 107,261 107,261 193,151 193,151

当期末残高 389,652 339,652 339,652 752,754 752,754 1,482,059 1,482,059

 

当事業年度（自　平成26年10月１日　至　平成27年９月30日）

      （単位：千円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他
利益剰余金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 389,652 339,652 339,652 752,754 752,754 1,482,059 1,482,059

当期変動額        

剰余金の配当    △31,901 △31,901 △31,901 △31,901

当期純利益    322,294 322,294 322,294 322,294

当期変動額合計 － － － 290,393 290,393 290,393 290,393

当期末残高 389,652 339,652 339,652 1,043,147 1,043,147 1,772,452 1,772,452
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④【キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
当事業年度

(自　平成26年10月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純利益 496,139

減価償却費 120,032

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,510

受取利息及び受取配当金 △311

支払利息 10,207

固定資産売却損益（△は益） △38,893

固定資産除却損 841

売上債権の増減額（△は増加） 23,163

たな卸資産の増減額（△は増加） 19,375

仕入債務の増減額（△は減少） 36,586

前受金の増減額（△は減少） 32,479

未払金の増減額（△は減少） 32,234

その他 9,736

小計 752,101

利息及び配当金の受取額 311

利息の支払額 △10,136

法人税等の支払額 △284,045

営業活動によるキャッシュ・フロー 458,231

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 10,000

有形固定資産の取得による支出 △245,761

有形固定資産の売却による収入 330,706

投資有価証券の取得による支出 △48,000

無形固定資産の取得による支出 △52,899

資産除去債務の履行による支出 △9,100

関係会社貸付けによる支出 △20,000

関係会社株式の取得による支出 △35,000

差入保証金の差入による支出 △6,873

差入保証金の回収による収入 14,328

その他 △200

投資活動によるキャッシュ・フロー △62,799

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入れによる収入 300,000

長期借入金の返済による支出 △375,136

社債の償還による支出 △121,000

配当金の支払額 △31,734

財務活動によるキャッシュ・フロー △227,870

現金及び現金同等物に係る換算差額 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 167,561

現金及び現金同等物の期首残高 1,688,757

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,856,319
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2）その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、未着商品、貯蔵品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　３～39年

工具、器具及び備品　２～15年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま

す。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

有形固定資産の減価償却累計額 294,721千円 267,934千円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

現金及び預金 10,000千円 －千円

商品 760,275 －

建物 163,196 －

土地 122,100 －

計 1,055,572 －

 

　担保付債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

１年内返済予定の長期借入金 163,336千円 －千円

１年内償還予定の社債 48,000 －

長期借入金 301,660 －

計 512,996 －
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

受取利息 3,311千円 －千円

貸倒引当金繰入額 133,000 －

 

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損又はたな卸資産評

価損の洗替による戻入額（△）が売上原価に含まれております。

 
　前事業年度

（自　平成25年10月１日
　　至　平成26年９月30日）

　当事業年度
（自　平成26年10月１日
　　至　平成27年９月30日）

　 79,361千円 △47,503千円

 

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度33.0％、当事業年度30.2％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度67.0％、当事業年度69.8％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成25年10月１日
　　至　平成26年９月30日）

　当事業年度
（自　平成26年10月１日
　　至　平成27年９月30日）

給与手当 396,920千円 491,805千円

広告宣伝費 322,212 288,286

賞与引当金繰入額 40,012 50,522

貸倒引当金繰入額 838 －

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

建物 －千円 △42,071千円

工具、器具及び備品 768 303

土地 － 80,879

計 768 39,111

（注）同一物件の売買契約において、科目別では売却益と売却損がそれぞれ発生した場合、当該同一物件の売

却損益純額にて固定資産売却益に計上しております。

 

※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

工具、器具及び備品 109千円 217千円

 

※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

工具、器具及び備品 1,685千円 841千円

ソフトウエア － 0

計 1,685 841
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※７　減損損失の内容は次のとおりであります。

前事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

用途 場所 種類 減損損失

名古屋ショールーム 名古屋市東区 建物 12,534千円

本社 大阪市中央区
構築物 52千円

工具、器具及び備品 882千円

　名古屋ショールーム及び本社について、平成27年９月期に移転することが決定しております。これらの固定

資産のうち、移転時に取り壊しとなるものについて減損損失を計上いたしました。

　当社は建築資材のインターネット通信販売事業のみを行っておりますので、全ての事業用資産を単一の資産

グループとしております。また、遊休資産につきましては個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　上記資産については、回収可能性が認められないため、移転決定時における帳簿価格を全額減額し、当該減

少額を減損損失として計上しております。

 

当事業年度（自　平成26年10月１日　至　平成27年９月30日）

　該当事項はありません。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

　前事業年度は連結財務諸表を作成しておりましたが、当事業年度より個別財務諸表のみを作成しております。

従いまして、前事業年度につきましては自己株式の種類及び株式数に関する事項のみ記載しております。

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

当事業年度（自　平成26年10月１日　至　平成27年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 15,950,500 － － 15,950,500

合計 15,950,500 － － 15,950,500

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年11月14日

取締役会
普通株式 31,901 2 平成26年９月30日 平成26年12月26日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年11月13日

取締役会
普通株式 63,802 利益剰余金 4 平成27年９月30日 平成27年12月28日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
当事業年度

（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 1,856,319千円

現金及び現金同等物 1,856,319
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（金融商品関係）

　前事業年度は連結財務諸表を作成しておりましたが、当事業年度より個別財務諸表のみを作成しております。

従いまして、前事業年度につきましては記載しておりません。

 

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については安全性の高い短期的な預金等に限定しており、また資金調達については銀

行借入もしくは社債の発行による方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支

払期日であります。借入金及び社債は、金利の変動リスクに晒されております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、与信管理基準に則り、取引先ごとに期日及び残高の管理を行うとともに、ファ

クタリングの利用により信用リスクの低減に努めております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　為替変動のリスクに対しては、為替の状況を逐一確認し、必要に応じて為替予約の実行ないし外貨を

取得し、そこから外貨決済を行うことで対応しております。

　金利変動のリスクに対しては、一部の借入金及び社債について、固定金利での調達を行うことで対応

しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　流動性リスクに対しては、随時資金繰計画を作成及び更新して常に手元流動性の状況を把握するとと

もに、常に当座貸越枠に余剰を確保しておくことで将来の流動性リスクに対応しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価額がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

当事業年度（平成27年９月30日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,856,319 1,856,319 －

(2）売掛金 357,321 357,321 －

資産計 2,213,640 2,213,640 －

(1）買掛金 404,222 404,222 －

(2）未払金 138,353 138,353 －

(3）未払法人税等 41,623 41,623 －

(4）社債（*） 137,500 136,916 △583

(5）長期借入金（*） 1,045,110 1,042,832 △2,277

負債計 1,766,809 1,763,948 △2,861

（*）１年内償還予定の社債は「（4）社債」に、１年内返済予定の長期借入金は「（5）長期借入金」に含めておりま

す。

EDINET提出書類

株式会社サンワカンパニー(E27815)

有価証券報告書

44/61



（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

負　債

(1）買掛金、(2）未払金、(3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4）社債、(5）長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規の社債発行又は新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
当事業年度

（平成27年９月30日）

非上場株式 48,000

関係会社株式 35,000

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

当事業年度（平成27年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,856,319 － － －

売掛金 357,321 － － －

合計 2,213,640 － － －

 

４．社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額

当事業年度（平成27年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

社債（*） 57,500 40,000 40,000 － － －

長期借入金（*） 396,418 300,008 173,708 115,008 59,968 －

合計 453,918 340,008 213,708 115,008 59,968 －

（*）１年内償還予定の社債は「社債」に、１年内返済予定の長期借入金は「長期借入金」に含めております。
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（有価証券関係）

　前事業年度は連結財務諸表を作成しておりましたが、当事業年度より個別財務諸表のみを作成しております。

従いまして、「２．その他有価証券」の前事業年度については記載しておりません。

 

１．子会社株式

前事業年度（平成26年９月30日）

　子会社株式（貸借対照表計上額０千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成27年９月30日）

　子会社株式（貸借対照表計上額35,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。

 

２．その他有価証券

当事業年度（平成27年９月30日）

　非上場株式（貸借対照表計上額48,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。

 

（退職給付関係）

　前事業年度は連結財務諸表を作成しておりましたが、当事業年度より個別財務諸表のみを作成しております。

従いまして、前事業年度につきましては記載しておりません。

 

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職金の支給に備えるために中小企業退職金共済事業団に加入しており、当該制度に基

づく要拠出額をもって費用処理しております。

２．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、当事業年度（自　平成26年10月１日　至　平成27年３月31日）

4,071千円であります。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第２回新株予約権 第４回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役　１名

当社の従業員　19名

社外協力者　　１社

当社の取締役　３名

当社の従業員　29名

当社監査役　　３名

株式の種類別の

ストック・オプションの数

（注）１

普通株式　748,000株 普通株式　1,620,500株

付与日 平成19年12月20日 平成25年４月８日

権利確定条件

新株予約権の割当てを受け

た者（以下「新株予約権

者」という。）は、権利行

使時において当社の取締

役、監査役又は使用人のい

ずれかの地位を有している

ことを要する。但し、取締

役会が正当な理由があると

認めた場合はこの限りでは

ない。その他の権利行使の

条件については、株主総会

及び当社取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めると

ころによるものとする。

新株予約権の割当てを受け

た者（以下「新株予約権

者」という。）は、権利行

使時において当社の取締

役、監査役又は使用人のい

ずれかの地位を有している

ことを要する。但し、取締

役会が正当な理由があると

認めた場合はこの限りでは

ない。その他の権利行使の

条件については、株主総会

及び当社取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めると

ころによるものとする。

対象勤務期間 期間の定めはありません。 期間の定めはありません。

権利行使期間

自　平成22年１月１日

至　平成28年12月31日

 

自　平成29年５月１日

至　平成34年４月30日

（注）２

　（注）１．株式数に換算して記載しております。なお、平成26年４月１日付株式分割（１株につき５株の割合）による

分割後の株式数に換算して記載しております。

２．第４回新株予約権のうち当社の取締役及び従業員の権利行使期間開始日が平成27年５月１日から平成29年５

月１日に変更しておりますが、当社監査役の権利行使期間は変更しておりません。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度（平成27年９月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  第２回新株予約権 第４回新株予約権

権利確定前 （株）   

前事業年度末  － 1,095,500

付与  － －

失効  － 330,000

権利確定  － 60,000

未確定残  － 705,500

権利確定後 （株）   

前事業年度末  27,500 －

権利確定  － 60,000

権利行使  － －

失効  － －

未行使残  27,500 60,000

　（注）平成26年４月１日付株式分割（１株につき５株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

②　単価情報

  第２回新株予約権 第４回新株予約権

権利行使価格 （円） 100 73

行使時平均株価 （円） － －

付与日における公正

な評価単価
（円） － －

　（注）平成26年４月１日付株式分割（１株につき５株の割合）による分割後の価格に換算して記載しております。

 

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　付与時において、当社は未公開企業であったため、ストック・オプションの公正な評価単価の見積り方法を

単位当たりたりの本源的価値の見積りによっております。単位当たりの本源的価値の見積り方法は、当社株式

の評価額から権利行使価格を控除する方法で算定しており、当社株式の評価方法は、第２回新株予約権は類似

上場会社法及び取引事例法との折衷法、第４回新株予約権は類似上場会社法によっております。

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

 

４．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価

値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価

値の合計額

① 当事業年度末における本源的価値の合計額 213,367千円

② 当事業年度に権利行使された本源的価値の合計額 －千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
 

当事業年度
（平成27年９月30日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 13,533千円 4,127千円

商品評価損 39,660  21,100

賞与引当金 14,244  16,682

未払社会保険料 1,982  2,322

資産除去債務 2,055  －

その他 631  993

繰延税金資産計（流動） 72,108  45,226

    

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 47,646  43,122

資産除去債務 35,370  50,666

子会社株式評価損 17,834  16,141

減損損失 4,795  －

繰延税金資産（固定）小計 105,646  109,930

評価性引当額 △65,480  △59,263

繰延税金資産計（固定） 40,165  50,666

繰延税金資産合計 112,274  95,893

    

繰延税金負債    

資産除去債務に対する除去費用 △19,116  △26,012

繰延税金負債合計 △19,116  △26,012

繰延税金資産の純額 93,158  69,880

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
 

当事業年度
（平成27年９月30日）

法定実効税率 38.0％

 

0.2

0.4

21.3

△2.6

1.4

△0.4

 

法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定

実効税率の100分の５以

下であるため注記を省略

しております。

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目  

住民税均等割等  

評価性引当額の増減  

法人税額の特別控除  

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  

その他  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.3   

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年10月１日以後に開始する事業年度

から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から、平成27年10月１日に開始する事業年度に解消が見込まれ

る一時差異等については33.0％に、平成28年10月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差

異等については32.2％となります。なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　ショールームの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から３年～39年と見積り、割引率は0.100～1.392％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

期首残高 72,242千円 105,130千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 32,831 57,486

時の経過による調整額 57 408

資産除去債務の履行による減少額 － △5,775

期末残高 105,130 157,251

 

（セグメント情報等）

　前事業年度は連結財務諸表を作成しておりましたが、当事業年度より個別財務諸表のみを作成しております。

従いまして、前事業年度につきましては記載しておりません。

 

【セグメント情報】

　当社は建築資材のインターネット通信販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

当事業年度（自平成26年10月１日　至　平成27年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略

しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

前事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

　前事業年度は連結財務諸表を作成しておりましたが、当事業年度より個別財務諸表のみを作成しておりま

す。従いまして、前事業年度につきましては記載しておりません。

 

当事業年度（自　平成26年10月１日　至　平成27年９月30日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金又は
出資金
（シンガ
ポールド
ル）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

SANWA

COMPANY

HUB

PTE.LTD.

シンガポー

ル共和国

シンガポー

ル市

800,000

建築資材の

インター

ネット通信

販売事業

（所有）

直接　100.0
資金の援助 資金の貸付 －

関係会

社長期

貸付金

(注)

133,000

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

SANWA COMPANY HUB PTE.LTD.への貸付金に対し、133,000千円の貸倒引当金を計上しております。

また、事業の一時休止を勘案して、無利息としております。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり純資産額 92.92円 111.12円

１株当たり当期純利益金額 8.71円 20.21円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 7.92円 19.26円

（注）１．当社は平成26年４月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額を算定しております。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 1,482,059 1,772,452

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,482,059 1,772,452

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株）
15,950,500 15,950,500

 

３．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前事業年度

(自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日)

当事業年度
(自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日)

１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益（千円） 137,087 322,294

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 137,087 322,294

　期中平均株式数（株） 15,742,097 15,950,500

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額
  

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 1,575,664 783,670

　（うち新株予約権（株）） （1,575,664） （783,670）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

─ ─

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残高
（千円）

有形固定資産        

建物 715,356 243,155 289,196 669,315 147,550 66,600 521,765

構築物 358 － 358 － － － －

工具、器具及び備品 141,094 41,241 10,263 172,072 120,383 35,876 51,688

土地 122,149 700 122,100 749 － － 749

建設仮勘定 5,344 206,794 212,138 － － － －

有形固定資産計 984,303 491,891 634,056 842,138 267,934 102,476 574,204

無形固定資産        

特許権 1,238 － － 1,238 744 128 494

商標権 10,139 1,867 － 12,006 9,359 835 2,647

意匠権 4,343 614 － 4,957 3,992 482 964

ソフトウェア 72,502 31,290 646 103,146 51,989 15,700 51,157

ソフトウエア仮勘定 12,500 39,680 27,180 25,000 － － 25,000

無形固定資産計 100,722 73,452 27,826 146,348 66,086 17,146 80,262

（注）１．当期増加額のうち、主なものは以下のとおりであります。

資産の種類  内容及び金額（千円）  

建物 本社設備新設 76,732 名古屋ショールーム新設 137,148

２．当期減少額のうち、主なものは以下のとおりであります。

資産の種類  内容及び金額（千円）  

建物 旧本社設備の売却 168,785   

土地 旧本社設備の売却 122,100   
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【社債明細表】

銘柄 発行年月日
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

第６回無担保社債 平成22年３月31日 18,000 － 0.84 無担保社債
平成27年

３月31日

第７回無担保社債 平成22年９月30日 30,000 － 0.68 無担保社債
平成27年

９月30日

第８回無担保変動利付社債 平成25年３月29日 50,500
    17,500

(17,500)
0.26 無担保社債

平成28年

３月31日

第９回無担保社債 平成25年９月９日 160,000
   120,000

(40,000)
0.56 無担保社債

平成30年

８月31日

合計 － 258,500
   137,500

(57,500)
－ － －

（注）１．(　)内書は、１年以内償還予定金額であります。

２．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内（千円）
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

57,500 40,000 40,000 － －

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 375,136 396,418 0.90 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 745,110 648,692 0.76

平成28年10月31

日～

平成32年９月30日

その他有利子負債 － － － －

合計 1,120,246 1,045,110 － －

（注）１．平均利率については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 300,008 173,708 115,008 59,968

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 133,838 － － － 133,838

賞与引当金 40,012 50,522 38,719 1,293 50,522

（注）賞与引当金の「当期減少額（その他）」は、前期末残高と当事業年度の支給実績額との差額を取崩したものであ

ります。

 

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資産

除去債務明細表の記載を省略しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 178

預金  

当座預金 980,261

普通預金 494,269

別段預金 860

積立預金 55,000

定期預金 325,750

小計 1,856,140

合計 1,856,319

 

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社オリエントコーポレーション 180,858

株式会社ネットプロテクションズ 55,318

渡辺パイプ株式会社 35,577

その他 85,567

合計 357,321

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

 

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
 

380,484 3,779,498 3,802,662 357,321 91.4 35.6

　（注）当期発生高には消費税等が含まれております。
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ハ．商品

品目 金額（千円）

商品  

洗面 190,192

タイル 182,700

フローリング 106,457

キッチン 68,682

ウッドデッキ 52,918

その他 155,868

合計 756,820

 

②　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

クリナップロジスティックス株式会社 67,441

株式会社システムズヤジマ 64,526

株式会社ハウテック 20,412

ダイワ建材株式会社 19,461

株式会社ＫＶＫ 17,673

その他 214,707

合計 404,222

 

ロ．前受金

区分 金額（千円）

インターネット販売 280,757

合計 280,757

 

（３）【その他】

　当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 1,690,432 3,611,091 5,356,696 7,196,690

税引前四半期（当期）純利益

金額（千円）
155,012 286,659 398,421 496,139

四半期（当期）純利益金額

（千円）
95,365 184,082 209,316 322,294

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
5.98 11.54 13.12 20.21

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
5.98 5.56 1.58 7.08
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年10月１日から翌年９月30日まで

定時株主総会 毎年12月

基準日 毎年９月30日

剰余金の配当の基準日 毎年３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。事故その他やむを得ない事由に

よって電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

なお、電子公告は当社ホームページに記載しており、そのアドレスは以下のとお

りです。

http://www.sanwacompany.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社の単元未満株式を有する株主は、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨、定款に定めてお

ります。

　(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第36期）（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）平成26年12月25日近畿財務局長に提出

 

(2）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成27年２月23日近畿財務局長に提出

　事業年度（第36期）（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及び

その確認書であります。

 

(3）内部統制報告書及びその添付書類

平成26年12月25日近畿財務局長に提出

 

(4）四半期報告書及び確認書

（第37期第１四半期）（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）平成27年２月13日近畿財務局長に提出

（第37期第２四半期）（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）平成27年５月14日近畿財務局長に提出

（第37期第３四半期）（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）平成27年８月11日近畿財務局長に提出

 

(5）臨時報告書

平成27年１月５日近畿財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会に

おける議決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。

 

平成27年３月24日近畿財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異

動）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

平成２７年１２月２５日

株式会社サンワカンパニー

　取締役会　　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員

業務執行社員　　　　公認会計士　　西原　健二

 

指定有限責任社員

業務執行社員　　　　公認会計士　　入山　友作

 

 

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社サンワカンパニーの平成２６年１０月１日から平成２７年９月３０日までの第３７期事業年度の財務諸
表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他
の注記及び附属明細表について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
サンワカンパニーの平成２７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社サンワカンパニー
の平成２７年９月３０日現在の内部統制報告書について監査を行った。
 
内部統制報告書に対する経営者の責任
　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に
係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。
　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準
に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること
を求めている。
　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性
に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果
について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、株式会社サンワカンパニーが平成２７年９月３０日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示
した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠
して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 
(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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